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雇用を巡る現状と課題

１．成長性の高い分野への人材の円滑な移動の促進（リカレント教育の強化等）

２．非正規の離職者等の再就職につながるような教育訓練の提供（飲食・宿泊業等への対応、民間求人メディアのマッチング機能向上のためのルール整備等）

３．セーフティネットの強化（求職者支援制度等の成果検証の上で、必要な場合、財源の在り方も含めて見直し、更なる拡充等）

1

１．最低賃金の引上げに向けた方向性（より早期に全国加重平均1000円、格差是正のために最低賃金引上げが不可欠、支援策をフル活用）

２．非正規雇用の正規化・能力開発支援、就業支援の強化

３．中小企業の生産性向上、価格転嫁の円滑化（大企業と中小企業の取引条件改善、官公庁と民間の契約に際しての労務費上昇分の確実な反映、
各種支援策の認知度向上、活用促進）

 「より良い条件の仕事を探すため」の転職減等に
より転職者数は減少

 飲食・宿泊などの特定の業種や非正規雇用労働者の雇
用者数が減少、休業・シフト減による労働時間が減少

○ 産業別雇用者数 （2020年度平均）（前年度差）
・宿泊業、飲食サービス業

328万人 （▲36万人）

○ 雇用形態別雇用者数 （2020年度平均）（前年度差）
正規雇用労働者 3549万人 （＋33万人）
非正規雇用労働者 2066万人 （▲97万人）

(うち女性非正規雇用労働者 1407万人 （▲65万人）)

※ 2021年４月は正規（3568万人、＋５万人）、非正規（2039万人、
＋20万人）ともに増加したが、非正規については、2020年４月の大幅
減の反動があることに留意

○ 月間総実労働時間 (2020年度平均)   （前年度差）
・調査産業計

一般労働者 159.8時間 （▲4.7時間）
パートタイム労働者 78.6時間 （▲4.2時間）

・宿泊業，飲食サービス業
一般労働者 154.2時間 （▲24.8時間）
パートタイム労働者 62.2時間 （▲ 9.3時間）

○「より良い条件の仕事を探すため」の転職者数の推移

・コロナ影響下
（2019年度）（2020年度） （前年度差）

121万人 → 103万人 （▲19万人）
（参考）転職者数全体の推移

334万人 →   300万人 （▲35万人）

※リーマンショック時も減少
（2008年度） （2009年度）（前年度差）

108万人 → 80万人 （▲28万人）
（参考）転職者数全体の推移

317万人 →   292万人 （▲25万人）

経済財政諮問会議（４月13日）民間議員ペーパー「ヒューマン・ニューディールの実現に向けて」主な指摘事項

経済財政諮問会議（５月14日）民間議員ペーパー「日本経済の底上げに向けて」主な指摘事項

働く場も収入も減少 潜在的な労働需給のミスマッチが拡大
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・雇用調整助成金の特例

 ５～７月は緊急事態措置を実施すべき区域又はまん延防止等重点措置を実施すべき区域において、知事の要請を受けて営業時間の

短縮等に協力する事業主（飲食店等）や、特に業況が厳しい事業主について４月までと同様の水準の支援

・在籍型出向による雇用維持への支援（産業雇用安定助成金の創設、産業雇用安定センターによるマッチング等）

・改正育児・介護休業法の周知（有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和等）

・離職した非正規・困窮者を官民連携して支援（ハローワークと民間事業者の求人情報共有、助成金支給に民間職業紹

介事業者の活用）

・生活困窮者等に対して、ハローワークと福祉担当が連携したチーム支援

・職業訓練受講給付金の収入要件の特例措置など新型コロナウイルス感染症にかかる職業訓練の特例措置

・職業訓練受講給付金と住居確保給付金との併給調整をしない特例を導入

＜雇用維持・雇用継続への支援＞

＜再就職・労働移動への支援＞

雇用の安定への支援

＜施策の進捗状況の確認＞

新型コロナウイルス感染症の影響下の雇用施策について、進捗管理を適切に行いながら、効果的に実施

講じた施策の評価を行い、今後の施策の在り方に反映

＜フリーランスに対するセーフティネット＞

（例）

労災保険の特別加入制度について、４月より芸能従事者等の４業種を新たに対象として追加、今後順次拡大

→令和３年４月出向成立件数：475件
（対前年度同月比501.3％増）

＜改善点＞
・ステップアップ相談窓口によるきめ細かい支援
・受講申込締切日から受講開始日を短縮

（1ヶ月→半月程度）
・緊急小口資金の利用者等に対して制度の
周知・受講を働きかけ

目標値 実績 対前年度同月比

求職者支援訓練 5万人 5800人 2441人 43.2％増

公共職業訓練 15万人 12500人 10062人 2.2％減

年間目標値
4月



年収高
ホワイトカラーサービス・ブルーカラー等

職業紹介事業者

「おまとめサイト」
（アグリゲーター）

ハローワーク

求人メディア
→ ＮＥＴ化

（紙単独は減少）

 IT技術、インターネットの普及に伴い、労働市場における求人
メディアの市場規模が拡大、コロナの影響が大きいサービス業
などでも、求人メディア経由の就職が多くなっている

 これまで職業紹介事業者やハローワークを通じて労働市場
を把握してきたが、労働市場の全体像を把握して雇用対策
を行っていくことが重要。

 加えて、採用・転職の基盤となる労働市場において雇用仲
介事業を行うためのルール（情報の的確性、苦情処理等）
を整備すること等を通じ、求職者が安心して民間人材サー
ビスを利用できる環境整備を推進する。

幅広い採用・転職の基盤となる労働市場のルール整備

中長期的な労働市場形成に向けた取組

16.7% 6.0%

3.4%

30.4% 16.6% 26.9%

13%

2%

4% 39% 11% 31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
ハローワークインターネットサービス

ハローワーク
経由

民間職業紹介事
業者利用 求人メディア利用 学校・出向含むその他 縁故

全産業

サービス業
（133万人）

 新卒就職を除いた、２０１９年の入職者約５４０万人（延べ）の入職経路

※雇用動向調査を基に厚生労働省職業安定局にて作成

 ハローワークや民間職業紹介
事業者による就労支援を活用
する者は１／４弱

 他方、求人メディアを活用し
自ら求人企業を検索・応募す
るケースが多くなっている

 特に非正規雇用労働者の多い
サービス業では４割が求人メ
ディアを利用している

⇒ 求人メディアの環境整備が必要
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成長分野をはじめとする経済社会のニーズに対応した人材開発政策の推進

コロナ禍に対応した非正規雇用労働者等のスキルアップ・キャリアチェンジ支援

○職業訓練（特に求職者支援訓練）の推進
・求職者支援制度の特例措置（訓練期間の緩和など）の効果を検証し、目標に向けてさらに推進

○労使が取り組む事項や効果的な選択肢の体系化
・リカレントガイドライン（仮称）の策定

○キャリアコンサルティングやジョブ･カードの機能強化
・節目ごとのキャリアの棚卸し、キャリアの見える化

デジタル、グリーン等の成長分野への人材の円滑な移動を促す教育訓練

○デジタル分野、グリーン分野等の産業界の人材ニーズの把握
・都道府県地域訓練協議会に関係省庁が参画等し、産業界のニーズを汲み取る体制を整備

○デジタル分野、グリーン分野等の訓練コースの設定促進
・職業訓練機関等のカリキュラムを産業界のニーズに適合した、より実践的なものに改変、

ニーズの高い分野へのインセンティブ 等

○学習支援機能の強化
・デジタルやグリーン分野に関する講座を教育訓練給付の対象に追加
・生産性向上人材育成支援センターの提供プログラムの充実 等

【キャリアコンサルティングとは】

労働者の職業選択や能力開発に関する相談に応じ、個人の
適性や経験等を踏まえた助言及び指導を行うこと。

これにより、労働者の目指すキャリアの具体化や、事業主に
とっては人材の定着や組織の活性化が図られる。
【ジョブ・カードとは】

個人が生涯活用するキャリア・プランニング及び職業能力証
明のツールとして、職務経験等を記載するもの

4

キャリアの持続的発展を図るためのリカレント教育の推進

＜短期的課題に対応した取組＞

＜中長期的課題に対応した取組＞



最低賃金の引上げと賃上げしやすい環境整備の取組

業務改善助成金：事業場内の最低賃金を引き上げる
とともに、設備投資等を行った中小企業等に対し、その
設備投資等に要した費用の一部を助成。

賃金
引上げ

助
成
対
象
措
置
の
例

▶ POSレジシステム導入による在庫管理の短縮

▶ リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮
設備投資

コンサル
ティング

その他 ▶ 店舗改装による配膳時間の短縮

▶ 専門家による業務フロー見直しによる顧客回転率
の向上

最低賃金の引上げに関する政府方針

企業収益
の拡大

賃金の
上昇

消費の
活性化

＋最低賃金
の引上げ

生産性の向上

○ 経済財政運営と改革の基本方針2020（令和２年７月17日閣議決定）

経済の好循環継続の鍵となる賃上げに向け、日本経済全体の生産性の底上げや、取引関係の適正化など、賃上げしやすい環境整備に
不断に取り組みつつ、最低賃金については、より早期に全国加重平均1000円になることを目指すとの方針を堅持する。

・経済の好循環の実現に向けて、賃上げしやすい環境整備に取り組みつつ、最低賃金について、より早期に全国

加重平均1000円になることを目指す。

【経済の好循環のイメージ】

賃上げしやすい環境整備の取組

・最低賃金を引き上げること、その際には最低賃金の引上げを行う企業等に対する支援、下請取引適正化につい

て、関係省庁が連携し、取り組む必要。

改定年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02

最低賃金額（円）
（全国加重平均）

749 764 780 798 823 848 874 901 902

引上げ額 （円） 12 15 16 18 25 25 26 27 1

引上げ率（％） 1.6%2.0% 2.1% 2.3% 3.1% 3.0% 3.1% 3.1% 0.1%

【近年の最低賃金額と引上げ額・率の推移】

【厚生労働省における生産性向上策の例】

設備投資
等

設備投資等に
要した費用の
一部を助成

生活衛生関係営業収益力向上推進 ： AI・ICT活用等を盛り込んだ生産性向上マニュアルの作成やセミナーの開催 5



（参考）産業別の最低賃金引上げの影響と売上高経常利益率の推移

平成
28年

平成
29年

平成
30年

令和
元年

令和２年 令和３年
1 - 3 月 4 - 6 月 7 - 9 月 10-12月 1 - 3 月

全産業（除く金融保険業） 5.5 5.9 5.9 5.7 4.7 4.6 4.4 4.0 5.6 6.0
製造業 5.8 7.6 7.5 6.3 5.5 4.7 4.9 4.8 7.5 7.8
非製造業 5.4 5.2 5.2 5.5 4.3 4.6 4.1 3.7 4.8 5.3
建設業 6.4 6.3 5.9 6.0 6.1 8.6 4.0 5.2 5.6 9.8
情報通信業 9.2 9.7 10.0 9.7 9.5 7.6 12.0 9.2 9.4 8.5
運輸業、郵便業 5.9 6.3 7.2 6.8 ▲ 1.8 0.4 ▲ 6.8 ▲ 1.3 ▲ 0.2 ▲0.4
卸売業・小売業 2.5 2.7 2.8 2.9 2.7 2.2 2.4 2.4 3.6 2.6
不動産業、物品賃貸業 12.2 12.3 12.0 11.6 10.1 9.0 11.3 9.6 10.9 10.8
サービス業 9.8 8.2 8.0 9.1 5.8 6.6 6.8 2.8 6.5 10.1
宿泊業、飲食サービス業 4.2 4.9 3.6 2.8 ▲ 7.8 ▲ 4.7 ▲ 26.6 ▲ 5.5 ▲ 0.3 ▲11.2
生活関連サービス業、娯楽業 3.8 4.3 4.1 4.1 ▲ 2.6 0.7 ▲ 14.9 ▲ 1.4 ▲ 0.1 ▲0.5
学術研究、専門・技術サービス業 22.4 14.4 16.0 19.9 15.9 15.8 26.6 6.1 12.9 23.3
教育、学習支援業 4.7 8.1 7.4 5.6 4.4 7.9 ▲ 16.9 11.5 8.1 8.1
医療、福祉業 6.8 5.1 4.3 3.8 5.0 4.9 2.8 5.1 7.0 3.5
その他のサービス業 7.1 7.0 6.3 6.9 6.0 6.1 6.3 4.9 6.6 7.7

12.6 
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（資料出所）「令和元年賃金構造基本統計調査 特別集計結果」

（参考２）産業別の売上高経常利益率の推移

○ 最低賃金引上げの影響や、新型コロナウイルス感染症の企業利益への影響は、産業ごとに異なっている。

（資料出所）財務省「法人企業統計調査」※暦年の数値は四半期データを合算して作成

（参考１）産業別の最低賃金の影響率（令和元年）（単位：％）

※令和元年の影響率とは、令和元年６月の１時間当たり所定内給与額が令和元年10月より適用された最低賃金額未満である常用労働者の割合。
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参考資料
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コロナ禍における在籍型出向の活用による雇用維持への支援について

 産業雇用安定助成金により、出向元と出向先の双方の事業主に対して、出向に係る経費を助成
 産業雇用安定センターにおいて、在籍型出向による雇用の維持に向けたマッチングを支援
 全国・各都道府県において、労使団体や行政機関等を構成員とする在籍型出向等支援協議会を開催

【支援の内容】
● 産業雇用安定助成金の創設・活用促進(令和2年度第三次補正予算、令和3年度当初予算)
日額上限（１人１日当たり）：12,000円 助成率：最大9/10 等

● 産業雇用安定センターによるマッチング支援体制の強化(令和2年度第三次補正予算、令和3年度当初予算)
出向等支援協力員の増配置を措置

● 在籍型出向等支援協議会の開催
全国・各都道府県において協議会を開催し、在籍型出向の情報やノウハウ・好事例の共有、送出／受入企業開拓等を推進

制度概要

実績：産業雇用安定センターにおける送出／受入成立件数

H27 H28 H29 H30 R1 R2

送出件数 13,963 13,453 12,906 13,853 15,675 19,489

受入成立件数 8,559 8,181 8,606 8,641 9,417 11,170

※送出し件数は、人材を送り出す側の企業から産業雇用安定センターに登録された件数。
受入成立件数は、人材を受け入れる側の企業が産業雇用安定センターのあっせんにより
出向・移籍を受け入れた件数。

各制度の連携

・開催済（６月７日まで） ３５労働局
・今後開催 １２労働局

今後の方向性

出向の月別成立の推移
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新型コロナウイルス感染症にかかる職業訓練の特例措置について

 求職者支援制度は、再就職や転職を目指している方に無料の職業訓練を提供するもの。
 また、収入要件等を満たす場合、月10万円の生活支援の給付
 公共職業訓練は、基本的に雇用保険受給者が、給付を受けながら訓練を受講するもの

【特例措置の内容】※ 令和3年9月末までの時限措置

● 職業訓練受講給付金の収入要件の特例措置
月収入８万円以下 → シフト制で働く方等は月収入１２万円以下に引き上げ

● 職業訓練受講給付金の出席要件の緩和
働きながら訓練を受ける場合に出勤日を病気や子どもの看護等と同様にやむを得ない欠席とする（訓練実施日の２割まで）

● 就職に役立つ求職者支援訓練・公共職業訓練の訓練期間や訓練内容の多様化・柔軟化
訓練期間・時間の短縮、オンライン訓練の設定促進など

【制度概要】

目標：求職者支援訓練５万人（倍増）公共職業訓練15万人（1.5倍）給付金受給者2.5万人

➊ 積極的な訓練の周知・広報、受講の働きかけ
・訓練受講の積極的な働きかけ（政府広報、業界団体や労働

組合を通じた働きかけなど）

➋ ハローワーク（コロナ対応ステップアップ窓
口）での個別・伴走型の就職支援

・見学ツアーの実施、的確な訓練コースのあっせん
・個人計画による就職支援、個人にあった求人の開拓 など

❸ ニーズの高い訓練コースの設定促進
・介護やＩＴ分野など求人・求職ニーズの高い分野の訓練

コースの設定促進

目標達成に向けた取組

目標（累積） 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

求職者支援訓練 5,800 11,600 17,400 23,200 29,000 34,600 37,200 39,800 42,400 45,000 47,600 50,000

公共職業訓練 12,500 25,000 37,500 50,000 62,500 75,000 87,500 100,000 112,500 125,000 137,500 150,000

中長期的検討

4月実績：受講者数 求職者支援訓練 2,441人 公共職業訓練 10,062人 給付金受給者数 964人
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 求職者個人の職歴・能力の把握
 希望業種・職種の聴取

＊ 訓練終了後3か月までを就職支援期間として、月ごとに指定来所日を設定

※  支援のながれ（3か月訓練の例）

訓練実施機関による選考

ハローワークで職業相談

● 求職申込・制度説明
● 制度の要件を満たすことの確認

訓練受講の必要性判断など
● 訓練コース選定、受講申込

● 給付金事前審査

ハローワークで職業相談

就職支援計画作成、受講斡旋

［訓練開始前］ ［訓練受講中］ ［訓練終了後］

1か月

ハローワークの指定来所日 *

● 求職活動状況の確認
● 次の月の就職支援措置の作成
● 応募求人の選定など（訓練終了1月前メド）
● 給付金の支給申請・審査

給付金支給（申請から1週間程度）

※ 訓練実施機関は、
訓練受講者の出欠状況の証明、
キャリアコンサルティング、
職務経歴書、履歴書の作成指導、
求人情報提供等の就職支援を、
ハローワークと連携して実施

2か月 3か月 1か月 2か月 3か月

ハローワークに『コロナ対応ステップアップ相談窓口』を設置。新型コロナウイルスの影響で離職した方、
休業中の方やシフト制で働く方、働きながらスキルアップしたい方などに、職業訓練の情報提供や受講斡旋、
職業訓練の成果を踏まえた就職支援などをワンストップかつ個別・伴走型で提供

コロナ対応ステップアップ相談窓口でのきめ細かな支援

就
職

＜初回相談から訓練受講まで＞

＜訓練中の伴走と就職までの支援＞

 斡旋する訓練コース選定
 キャリアコンサルティング

 訓練から就労支援までの一
貫した就職支援計画書作成

 訓練の受講斡旋

 訓練の受講状況の確認
 修了後の求職についての相談
 応募求人の選定

 訓練中・修了後まで一貫し
た就労支援・マッチング
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